
令和４年版 消防白書概要

総務省消防庁



目 次

特集

特集１ 近年の大規模自然災害を踏まえた消防防災体制の整備

特集２ 新型コロナウイルス感染症対策

特集３ 消防団を中核とした地域防災力の充実強化

特集４ 消防防災分野におけるＤＸの推進

特集５ 令和４年10月４日及び11月３日の北朝鮮による弾道

ミサイル発射に伴う対応

本編

１



特集１ 近年の大規模自然災害を踏まえた消防防災体制の整備

○ 直近で甚大な被害が発生した令和３年の静岡県熱海市土石流災害を踏まえ、次の取組を

実施。

近年の災害を踏まえた消防庁の対応状況

「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」における消防庁の取組

第６回緊急消防援助隊全国合同訓練

○ 「５か年加速化対策」において、消防庁では、「大規模災害等緊急消防援助隊充実強化対策」

や「地域防災力の中核を担う消防団に関する対策」など、８つの施策を実施。

○ 緊急消防援助隊の技術や連携活動能力の向上のため、第６回緊急消防援助隊全国合同

訓練（図上訓練（令和４年７月27日）及び実動訓練（令和４年11月12・13日））を実施。

静岡県熱海市土石流災害での
活動調整会議の様子

情報収集活動用ハイスペックドローン 小型救助車

救助用資機材搭載型小型動力ポンプ積載車
（地域防災力の中核を担う消防団に関する対策）

拠点機能形成車
（大規模災害等緊急消防援助隊充実強化対策）

図上訓練（消防庁） 実動訓練（土砂災害救出訓練） 実動訓練（津波漂流者救出訓練）

 警察・自衛隊等の関係機関と連携した活動調整により、効果的な救助・捜索活動を行える

よう、「大規模災害時の救助・捜索活動における関係機関連携要領」を令和４年６月に策定

 情報収集活動用ハイスペックドローンや機動性等に優れた小型救助車等を整備

２
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特集２ 新型コロナウイルス感染症対策

【各消防本部からの救急搬送困難事案に係る状況調査の結果（各週比較）】

感染防止資器材の例

○ 令和４年11月１日時点の国内における新型コロナウイルス感染症の感染者数は

2,236万872人、累計死亡者数は4万6,711人（厚生労働省調査）。

＜Ｎ９５マスク＞ ＜感染防止衣＞＜感染防止手袋＞

※１ 本調査における「救急搬送困難事案」とは、救急隊による「医療機関への受入れ照会回数４回以上」かつ「現場滞在時間30分以上」の事案として、各消防本部から総務省消防庁あて報告のあったもの。
なお、これらのうち、医療機関への搬送ができなかった事案はない。

※２ 調査対象本部＝政令市消防本部・東京消防庁及び各都道府県の代表消防本部 計52本部
※３ コロナ疑い事案＝新型コロナウイルス感染症疑いの症状（体温37度以上の発熱、呼吸困難等）を認めた傷病者に係る事案
※４ 医療機関の受入れ体制確保に向け、厚生労働省及び都道府県等と状況を共有。
※５ この数値は速報値である。
※６ 本調査には保健所等により医療機関への受入れ照会が行われたものは含まれない。

○ 救急搬送困難事案への対応として、次の取組を実施。

３

 令和２年４月より、全国52消防本部における救急搬送困難事案の件数を調査

※令和４年８月第２週には6,747件となり、最多件数を更新（令和４年11月１日時点）【下図】

 オミクロン株による患者数の急増や熱中症などによる救急件数の増加等を踏まえ、引き続き、

救急車の適時・適切な利用を地域住民に促す取組の推進を消防機関に要請

 救急安心センター事業（♯7119）の早期実施や体制強化等を都道府県・消防機関へ要請

○ 救急現場における救急隊員の感染防止対策について、次の取組を実施。

○ オンラインによる危険物取扱者講習の本格導入を進め、令和４年10月１日時点で、41都

道府県においてオンラインによる受講が可能。

 厚生労働省の事務連絡等を踏まえ、令和４年２月に

「救急隊の感染防止対策マニュアル」を一部改訂

 感染防止資器材について不足が生じ、救急活動に

支障が生じることのないよう、累次の補正予算等

を活用し、N95マスクなどの感染防止資器材を調

達し、必要とする消防本部に提供



特集３ 消防団を中核とした地域防災力の充実強化

消防団員募集ポスター

消防団の現状

消防団員の処遇改善及び団員確保策

○ 各市町村が負担する消防団員の報酬等に係る財政需要を的確に反映するよう、令和４年

度から地方交付税の算定方法の見直しを実施。

○ 消防団員入団促進キャンペーンや「消防団の力向上モデル事業」、救助用資機材等に対す

る国庫補助や救助用資機材等を搭載した多機能消防車の無償貸付等の取組を実施。

消防団員の報酬等の基準

【消防団員数の推移】

（人）

○ 年額報酬等の標準額や消防団員への直接支給等を定めた「非常勤消防団員の報酬等の

基準」を策定し、「消防団員の処遇改善に係る対応状況調査」（令和４年４月１日時点）を実施。
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４

(各年4月1日現在)

○ 近年の消防団員の入団者数・退団者数をみると、退団者数はおおむね横ばい傾向である

のに対し、入団者数が大きく減少しており、特に若年層の入団者数が著しい減少傾向にある。

（年）

○ 消防団員数は、平成30年以降、前年比１万人以上の減少が続いているが、特に令和４

年には、前年比２万人以上減少し、初めて80万人を下回る危機的な状況となっている

（令和４年４月１日時点で、78万3,578人、前年比２万1,299人減少） 。



特集４ 消防防災分野におけるＤＸの推進

マイナンバーカードを活用した救急業務のイメージ

マイナポータル「ぴったりサービス」を活用した電子申請等のイメージ

消防共有サイトの構築イメージ ＶＲを活用した訓練コンテンツ

マイナンバーカードを活用した救急業務の迅速化・円滑化

消防法令における各種手続の電子申請等の導入促進

消防教育訓練等におけるDXの推進

○ 窓口訪問等の負担軽減を図ることができる電子申請等の導入を促進するため、次の取組

を実施。

○ 傷病者が保有するマイナンバーカードを活用して、傷病者の医療情報等を救急隊員が正確

かつ早期に把握し、救急業務の迅速化・円滑化を図るための検討を実施。

○ 受傷事故の防止や高度な災害対応能力を有する人材育成のため、次の取組を実施。

 マイナポータル「ぴったりサービス」を活用した電子申請等の標準モデルの構築

 消防本部向けの電子申請等導入マニュアルを作成

 アドバイザーによる導入支援

 活動マニュアルや訓練教材等を関係機関間で
共有する「消防共有サイト」の整備

 VRを活用した訓練コンテンツの作成

５

※VRゴーグル装着時の画像はイメージである。

LGWAN
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庁庁舎舎等等

エエリリアアメメーールル・・
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戸戸別別受受信信機機

携携帯帯電電話話事事業業者者ルルーートト

地地方方公公共共団団体体ルルーートト

避避難難ししててくくだだささいい。。

ミミササイイルル発発射射情情報報

携携帯帯電電話話

携携帯帯電電話話事事業業者者

防防災災行行政政無無線線
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内内閣閣官官房房

国民保護
情報

自自動動起起動動装装置置

特集５ 令和４年10月４日及び11月３日の北朝鮮による弾道ミサイル
発射に伴う対応

○ 10月４日及び11月３日に発射された弾道ミサイルについては、日本の領土・領海を通過

し、又は通過する可能性があった。消防庁は直ちに長官を長とする消防庁緊急事態調整本

部を設置し、Jアラートによる情報伝達を行うとともに、Jアラート対象地域に対して適切な

対応及び被害報告について要請し、全ての地方公共団体から、被害なしとの報告を受けて

いる。

○ 令和４年１月以降、北朝鮮は、弾道ミサイルの発射を高い頻度で繰り返している。消防庁

では、Jアラートによる迅速な情報伝達に加え、コンクリート造り等の堅ろうな建築物や地

下施設の避難施設（緊急一時避難施設）の指定を促進しているほか、平成30年６月以降見

合わせてきた国と地方公共団体が共同で実施する弾道ミサイルを想定した住民避難訓練

を令和４年度より再開している。

○ 今回のＪアラートによる情報伝達の際には、Ｊアラートの送信時間を一層早めることなど

について様々な意見があったことを踏まえ、関係省庁が連携して改善策を検討することと

している。また、消防庁においては、住民への情報伝達に支障があった市町村に対し、早急

な復旧や代替手段の活用による情報伝達体制の確保等を求めたほか、全国の市町村に対

し、Ｊアラート機器の緊急点検及び正常な動作確認を要請した。

６

＜弾道ミサイル発射時のJアラートによる情報伝達＞



本編における主な統計数値等

７



火災予防 ～火災の現況と最近の動向～（第１章第１節）

【住宅火災の件数（放火を除く）及び住宅火災による死者数（放火自殺者等を除く）の推移】

（件） （人）

（備考） １ 「火災報告」により作成
２ 「住宅火災の件数（放火を除く）」については左軸を、「住宅火災による死者数（放火自殺者等を除く）」については右軸を参照
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【出火件数及び火災による死者数の推移】

（備考） １ 「火災報告」により作成
２ 「出火件数」については左軸を、「火災による死者数」については右軸を参照

（件） （人）

（年）
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○ この10年間の出火件数と火災による死者数は、おおむね減少傾向。

○ 令和３年中の出火件数は３万5,222件（前年比531件増加）であり、10年前の70.4％。

○ 火災による死者数は1,417人（前年比91人増加）であり、10年前の80.2％。

○ 火災による死傷者の多くが建物火災により発生。令和３年中の建物火災の出火件数に

ついて、火元建物の用途別にみると、住宅火災が最も多い。

○ 住宅火災による死者数 （放火自殺者等を除く）は9６6人（前年比67人増加）。

○ 令和３年中の住宅火災件数（放火を除く）は１万243件。

８



○ 令和３年中の救急自動車による救急出動件数は、約619万件（前年比約26万件増加）。

○ 救急隊は、令和４年４月１日現在、5,328隊（前年比26隊増）設置されており、10年前と
比較して約７％の増加。

○ 令和３年中の現場到着所要時間の平均は約9.4分（10年前と比較して1.2分延伸）。

○ 令和３年中の病院収容所要時間の平均は約42.8分（10年前と比較して4.7分延伸）。

○ 消防本部

・ 723消防本部、1,714消防署が設置。消防職員数は16万7,510人（前年比437人増加）。

○ 消防団

・ 消防団数は2,196、団員数は78万3,578人（前年比2万1,299人減少）。

・ 消防団はすべての市町村に設置。

消防体制 ～消防組織（令和４年４月１日現在）～（第２章第１節）

救急体制 ～救急業務の実施状況～（第２章第５節）

【救急自動車による現場到着所要時間及び病院収容所要時間の推移】

【消防職員数、消防団員数の推移】

（備考） １ 「消防防災・震災対策現況調査」により作成
２ 東日本大震災の影響により、平成24年の宮城県牡鹿郡女川町の数値は、前々年数値（平成22年４月１日現在）により集計している。

(各年4月1日現在)
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【救急自動車による救急出動件数及び救急隊設置数の推移】

（備考） １ 「救急年報報告」により作成
２ 左のグラフは、「救急自動車による救急出動件数」については左軸を、「救急隊設置数（各年４月１日現在）」については右軸を参照
３ 右のグラフは、「現場到着所要時間」については左軸を、「病院収容所要時間」については右軸を参照
４ 右のグラフは、東日本大震災の影響により、平成23年の釜石大槌地区行政事務組合消防本部及び陸前高田市消防本部のデータを

除いた数値により集計している。
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本編

第１章 災害の現況と課題

第１節 火災予防

[コラム] 大阪市北区ビル火災を踏まえた予防対策

第２節 危険物施設等における災害対策

第３節 石油コンビナート災害対策

第４節 林野火災対策

第５節 風水害対策

第６節 震災対策

第７節 原子力災害対策

第８節 その他の災害対策

第２章 消防防災の組織と活動

第１節 消防体制

第２節 消防の広域化の推進

第３節 消防職団員の活動

[コラム] 消防庁ホームページ「女性消防吏員の活躍推進のためのポータルサイト」をリニューアル

[コラム] 女性の消防団への加入促進及び女性消防団員の活動の活性化について

第４節 教育訓練体制

第５節 救急体制

[コラム] 救急安心センター事業（♯7119）の推進

第６節 救助体制

第７節 航空消防防災体制

第８節 広域消防応援と緊急消防援助隊

第９節 国と地方の防災体制

第10節 消防防災の情報化の推進

第３章 国民保護への対応

第１節 国民保護への取組

第２節 北朝鮮弾道ミサイル発射事案への対応

[コラム] 国民保護に係る避難施設の指定促進

第４章 自主的な防火防災活動と災害に強い地域づくり

第５章 国際的課題への対応

[コラム] ウクライナへの消防・救助関連資機材等の支援

第６章 消防防災の科学技術の研究・開発
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